
 

海津市集合住宅建設支援補助金交付要綱 

 

（趣旨）  

第１条 この告示は、市内に集合住宅を建設する個人又は法人に対して、建設に

要する費用の一部を予算の範囲内で補助するものとし、その交付に関し、海津

市補助金等交付規則（平成１７年海津市規則第４２号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。  

（定義） 

第２条 この告示において「集合住宅」とは、賃貸借契約に基づき入居する住宅

又は社員寮であって、次の各号のいずれにも該当するものをいう。 

⑴ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他関係法令の基準に適合 

 するものであること。  

⑵ 新築の１棟当たり４戸以上の長屋又は共同住宅であること。 

⑶ 各戸に専用の玄関、トイレ、浴室及び台所が設置されていること。 

⑷ １戸当たりの延べ床面積が２５平方メートル以上であること。  

⑸ 組立式仮設建築物等の簡易なものでないこと。 

⑹ 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号）第５

条第１項に規定するサービス付き高齢者向け住宅事業に係る賃貸住宅及び

これに類する各種賃貸住宅でないこと。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）

は、市内に集合住宅を建設する個人又は法人であって、次の各号のいずれにも

該当するものとする。 

⑴ 国税、地方税及び地方公共団体に納付すべき公共料金等に滞納がないこ

と。 

⑵ 令和６年４月１日以降に工事請負契約を締結した者 

⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号から第５号までに規定する暴力団等の構成員又は同条第６

号に規定する暴力団員でない者 

（交付の要件） 

第４条 補助対象者が発注する建設業者の要件は、建設業法（昭和２４年法律第

１００号）第３条第１項の許可（同法別表第１に掲げる建築一式工事に限

る。）を受けた法人又は個人であることとする。 

２ 補助金の交付の対象となる集合住宅の要件は、次に掲げる全ての要件を満た

すものとする。 

⑴ 補助金の交付を受けた日から１０年を経過する日までの間（以下「管理

期間」という。）集合住宅に供すること。 

⑵ 国や地方公共団体から補償を受けて建設するものでないこと。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、集合住宅の１戸当たりの延べ床面積（建築基準法に基づ



 

く床面積とする。ただし、物置、車庫その他居住の主たる用途に供されない面

積を除く。）に、１平方メートル当たり１万円を乗じて得た額（１戸当たりの

集合住宅の限度額は、５０万円とする。）に戸数を累計して得た額とする。 

２ 前項の規定により算出した額に１，０００円未満の端数が生じたときは、こ

れを切り捨てた額とする。 

（補助金の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）

は、海津市集合住宅建設支援補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる

書類を添えて、補助事業の着手前に市長に提出しなければならない。 

⑴ 海津市集合住宅建設支援補助金事業計画概要書（様式第２号） 

⑵ 図面（位置図、配置図、平面図及び立面図） 

⑶ 建物全体及び住戸の延べ床面積求積図（補助金算定基礎求積図） 

⑷ 建築基準法第６条第１項に規定する建築に係る確認済証の写し又は建築

工事届に係る台帳記載事項証明書の写し 

⑸ 土地登記簿謄本又は登記全部事項証明書（建設する土地が借地の場合は、

土地賃貸借契約書の写し） 

⑹ 建物、附帯設備等の工事見積書 

⑺ 集合住宅の建設工事業者との工事請負契約書の写し 

⑻ 集合住宅の管理に関する書類（入居基準、賃借料及び管理方式の分かる

賃貸契約書その他の書類等） 

⑼ 法人の場合は、直近の決算書類、定款及び履歴事項全部証明書 

⑽ 申請年度及び申請年度前年度における市区町村民税の納税証明書 

⑾ その他市長が必要と認める書類 

（交付決定等） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を審査し、補助金の交付

の可否を決定し、海津市集合住宅建設支援補助金交付決定（却下）通知書（様

式第３号）により、申請者に通知するものとする。  

２ 市長は、前項の規定により交付の決定をするときは、次に掲げる条件を付す

ものとする。 

⑴ 管理期間内に当該集合住宅を取り壊し、又は補助事業の目的に反して集合

住宅を使用しないこと。 

⑵ 当該集合住宅の完成後、速やかに入居募集を開始すること。 

⑶ 登記が完了した日から３０日以内又は当該年度の３月３１日のいずれか早

い日までに実績報告を行うこと。 

⑷ その他市長が必要と認める事項 

（内容の変更等） 

第８条 前条第１項の規定による交付決定を受けた者（以下「補助事業者」とい

う。）は、補助事業の内容を変更し、又は中止しようとするときは、海津市集

合住宅建設支援補助金事業計画変更申請書（様式第４号。以下「変更申請書」

という。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。ただ



 

し、交付予定額に変更が生じない軽微な変更については、この限りでない。 

⑴ 変更内容及び金額の分かるもの（見積書の内訳書等）の写し 

⑵ 変更の箇所及び内容の分かる図面等 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

（変更等の決定） 

第９条 市長は、変更申請書の提出があったときは、その内容を審査し、変更等

の可否を決定し、海津市集合住宅建設支援補助金事業計画変更決定（却下）通

知書（様式第５号）により、補助事業者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により変更の決定するときは、必要な条件を付すものと

する。 

（工事の着手及び完成の報告) 

第１０条 補助事業者は、当該工事に着手したとき及び当該工事を完了したとき

は、工事着手(完成)報告書(様式第６号)により、市長に報告しなければならな

い。 

（実績報告） 

第１１条 補助事業者は、登記が完了をした日から３０日以内に、海津市集合住

宅建設支援補助金実績報告書（様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、市長

に提出しなければならない。  

⑴ 海津市集合住宅建設支援補助金事業報告書（様式第８号）  

⑵ 海津市集合住宅建設支援補助金交付決定（却下）通知書の写し 

⑶ 工事請負代金の支払が確認できる書類の写し 

⑷ 当該集合住宅の土地及び建物の表示に関する不動産登記法（平成１６年法 

律第１２３号）第１１９条に規定する登記事項証明書 

⑸ 写真（着工前、工事中及び完成後） 

⑹ 建物完成図及び住戸の延べ床面積求積図 

⑺ 建築基準法第７条第５項に規定する検査済証の写し（同法第６条第１項の

規定による確認の申請書の提出を行った場合に限る。） 

⑻ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定等） 

第１２条 市長は、前条の実績報告書を受理したときは、関係書類の審査及び必

要に応じて現地調査を行い、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の

内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額

を確定し、海津市集合住宅建設支援補助金額確定通知書（様式第９号）により

補助事業者に通知するものとする。  

（補助金の請求） 

第１３条 補助金の額の確定通知を受けた補助事業者（以下「交付決定者」とい

う。）は、海津市集合住宅建設支援補助金交付請求書（様式第１０号）により

補助金を請求するものとする。 

 （新築した集合住宅の管理） 

第１４条 交付決定者は、管理期間内に新築した集合住宅の用途を変更し、又



 

は取り壊してはならない。ただし、災害その他やむを得ない理由により引き

続き管理することが困難であると市長が認めたときは、この限りでない。 

（補助金の取消及び返還） 

第１５条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、海津市

集合住宅建設支援補助金交付取消通知書（様式第１１号）により通知し、補助

金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、

補助金が既に交付されているときは、市長は、期限を定め、交付決定者にその

全部又は一部の返還を命じることができる。 

⑴ 管理期間内に当該集合住宅を取り壊し、改築し、又は用途を変更したこと

により、第２条に規定する定義の要件を欠いたとき。 

⑵ 集合住宅の所有権を他人に譲渡し、又は転売した場合であって、管理期間  

内に集合住宅の要件を欠き、又は新たな所有者が第３条に規定する補助対

象者の要件を満たしていないと認めたとき。  

⑶ 偽りその他不正の手段により交付決定を受けたとき。 

⑷ この告示及びこの告示に基づく指示に違反する行為があったとき。  

⑸ その他市長が特に必要と認めたとき。 

（地位の継承） 

第１６条 交付決定者が管理期間内に次の各号に掲げる事由に該当した場合は、

当該各号に定める者が、海津市集合住宅建設支援補助金地位継承承認申請書

（様式第１２号。以下「地位継承申請書」という。）に継承の事実を確認でき

る書類を添えて市長に提出し、承認を受けなければならない。 

⑴ 個人である交付決定者が死亡した場合 その相続人 

⑵ 法人である交付決定者が合併等をした場合 合併等により設立された法 

  人 

⑶ 交付決定者が集合住宅を譲渡した場合 その譲受人 

２ 市長は、地位継承申請書の提出があったときは、速やかに承認の可否を決定

し、海津市集合住宅建設支援補助金地位継承承認（却下）通知書（様式第１３

号）により前項各号に定める者に通知するものとする。 

（調査等） 

第１７条 市長は、補助金の交付業務の適正かつ円滑な運営を図るために、必要

に応じて、現地調査等を行うことができる。 

２ 市長は、交付決定者等に対して、本事業に関する資料提供その他の協力を求

めることができる。 

（補則） 

第１８条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 


